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物価高から暮らし・営業守る❶働く人が豊かになってこそ、経
済も強くなる……賃上げを実現
する緊急で効果のある対策を

❷消費税の緊急減税、物価高騰の
中だからこそ、社会保障と教育
の負担軽減を

❸中小企業・小規模事業者をつぶ
さない－大量倒産・廃業の危

税の減免などを提起しています。
❹食料・エネルギーの自給率向上
が、食料危機や気候危機の打開、国
民生活・経済の安定の側面から重
要との観点から提起しています。

【１面からの続き】❸中小・小規模事
業者が新型コロナ禍、物価・原材料
の高騰、過剰債務の「三重苦」に陥
っているとして踏み込んだ支援策
を提案。インボイス導入中止と消費

国債発行でまかなうとしています。
　小池氏は、政府は５年で軍事費
を２倍化し、暮らしの予算を犠牲
にする大軍拡に進もうとしている
として、「大軍拡は中止し、暮らし
を守って日本経済を立て直す方向
に進んでいきたい。提案は補正予
算審議などで具体的に迫っていき
たい」と表明しました。

　提案は全体で２７兆円規模。恒
久的財源が必要になるのは２０兆円
程度です。
　法人税制や所得税制の改革、富
裕層への株取引への課税強化、富
裕税の創設など新しい税制や、軍
事費や大型開発、原発推進予算の
削減などで２０兆円の恒久財源を生
み出すことを提案。ほかに内部留
保課税で年間２兆円、残り５兆円を

　日本共産党の小池晃書
記局長と田村智子政策委
員長は１０日、「物価高騰
から暮らしと経済を立て
直す緊急提案」を発表。
小池氏は「賃上げを軸に
実体経済を立て直す緊急
提案だ」と説明しました。

　小池氏は同時に、「日本経
済のぜい弱な体質『冷たく、
弱い』経済を『やさしく、強い』
経済へと大本から改革し、持
続可能な成長を実現する経済
政策の抜本的転換の提案だ」
と述べました。
　提案は４本の柱から成って
います。
❶大企業の内部留保に課税
し、大企業も中小企業も賃上
げを行うことなどを提案。政

府ができる賃上げ策として、
国・自治体が管轄する分野で
の賃上げを速やかに行うこと
などを盛り込みました。
❷物価高騰に対する最も有効
な政策として消費税の５％へ
の減税を提起。物価が上がっ
ても年金額を上げない仕組み
（マクロ経済スライド）の撤
廃とともに、年度途中であっ
ても物価高騰に見合った年金
額の引き上げを行うことなど
を求めています。【4面に続く】
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財源 富裕税創設、大軍拡やめる

「緊急提案」を発表する小池晃書記
局長（右）と田村智子政策委員長

機を打開する本格的な支援策を
❹食料・エネルギーの自給率向上
－国民生活と経済の安定のた
めにも、食料危機・気候危機打
開という人類的課題のためにも

財源について－富裕層・大企業
に応分の負担を求め、暮らしも経
済も押しつぶす大軍拡をやめる

賃上げを軸に内需を活発にして実体経済を立て直す

４本柱で抜本的転換
折
り
目


